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技術イノベーション政策における「政策のための科

学」推進事業」の普及・広報活動の在り方に関する

調査」の成果を取りまとめたものです。
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１．「政策のための科学」事業広報に関する調査実施概要
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１）目的

民間企業を中心とする、これまで推進事業との関連がほとんどなかった機関に

対して、科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」推進事業

（SciREX： Science for RE-designing Policy）の理念及び推進事業について、

理解を促し、関心を喚起するための手法を調査するとともに、その結果を踏まえ、

既存のポータルサイトの改良を行う等、実践することにより適切な普及・広報の

在り方について分析することを目的とする。

２）進め方

①推進事業に対する機関の関心を喚起する手法の調査

【広報課題抽出のための調査】

 既存資料分析

 ヒアリング調査

【広報課題の抽出】調査結果をもとに、課題を整理。

【広報戦略の策定】広報の目的、ターゲット、媒体、メッセージなどを整理。

【広報アクションプランの提案】ターゲットの理解・関心につながる手法を提示

②ポータルサイトの改善・充実

【広報課題抽出のための調査】

 現行サイトの評価（ヒューリスティック調査）

 既存資料分析

 ヒアリング

【改善サイト（案）の構成】

【現行のポータルサイトの充実、更新】
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３）実施・結果概要

①推進事業に対する機関の関心を喚起する手法の調査

【広報課題抽出のための調査】

 既存資料分析

＜対象資料＞

 平成 24 年度科学技術総合研究委託事業「科学技術イノベーション政策に

おける「政策のための科学」で取り組むべき社会的課題、並びに拠点に

おける人材育成プログラムに対する潜在的ニーズ及び育成される人材の

キャリアパス形成に関する調査・分析」に関する報告書

 前述のアンケート調査を作成するために予備調査として行った訪問調査

（民間企業、自治体、公設試験研究機関、大学を訪問）に関する報告書

 「科学技術イノベーション政策のための科学推進委員会」（以下『推進委

員会』）の議事録

 他省庁や行政機関が取り組んだ類似の広報改善プロジェクトの事例

＜結果概要＞

 アンケートで多くの民間企業や研究機関などが「プロジェクトをマネジ

メントできる人材教育を国の支援策として期待している」と回答。本事

業のどのような点に期待があるか、把握した。

 ただし、アンケート回収率の低さから、「科学技術イノベーション政策の

ための科学」という表現がコミュニケーションの障壁要因になっている

との指摘もあった。

 訪問調査では、本事業で異なる習慣・文化を持った機関や業界の融合が

必要な課題を取り扱うことに対する期待があることを把握。

 推進委員会の過去の議事録でも、「文系と理系を融合した新たな学際的な

分野をつくり、その研究コミュニティーの育成したい」との発言があり、

ターゲットのニーズとの共通点が見いだせた。

 キャッチコピーの開発による理解促進や、正式事業名とは別に愛称を導

入することによる認知度向上を図った事例を参考とした。

 ヒアリング調査

＜対象機関＞

政策のための科学推進事業の各プログラム実施機関における広報活動の従事者。



6

 全体／SciREX政策形成実践プログラム：文部科学省（11月6日）

 全体：JST研究開発戦略センター(CRDS)（7月26日）

 公募型研究開発プログラム：

 JST社会技術研究開発センター(RISTEX)（7月26日）

 政策課題対応型調査研究／データ・情報基盤整備：

 科学技術・学術政策研究所（NISTEP） SciSIP室（10月15日）

 基礎的研究・人材育成拠点：

 政策研究大学院大学(GRIPS)（9月24日）、東京大学（9月26日）、

 一橋大学（9月26日）、大阪大学（9月25日）

＜結果概要＞

 広報の目的・ターゲット

事業全体の広報と各プログラムの広報に対する考え方、共通のゴー

ルがみえない。広報の目的意識の共有化がなされていないため、タ

ーゲットの整理ができていない。

 広報活動の現状

事業全体の広報活動はウェブサイトがメイン。更新は不定期。各プ

ログラムの広報活動はそれぞれターゲットがかなり限定され、そこ

に最低限アクセスできる媒体が選択されている。

 各プログラムの今後の広報活動

各プログラムについては、新たな分野や対象を想定し、従来のター

ゲットよりも広い範囲に広報を行い、当該プログラムに関わる人を

増やしたいとする意向がうかがえる。

 政策のための科学推進事業全体の今後の広報活動

事業全体の広報のあり方に関して拠点大学から要望が出ているが、

その他のプログラムからはとくに指摘はなかった。

事業全体の広報と各プログラムの広報は、実際にはそれぞれ独立的

に運用されているが、両者の担当者の意識にかい離が想定される。

 現場が認識している広報上の課題

事業全体として、各プログラムの間で相互の連携が見えにくく「バ

ラバラな印象」という指摘。さらに、拠点大学の間でさえも情報共

有の機会がない、とされた。

【広報課題の抽出】

 全体広報の実施主体

全体広報をマネジメントする主体、全体広報に責任を持って取り組

む主体が明確でない。



7

 広報の目的と戦略

全体広報の目的＝成果目標が意識化されていない。

 ターゲット

全体広報のターゲットが定まらない。

 メッセージ

ウェブサイトにある情報を読んでも、部外者には内容を理解できな

い。

 媒体

中心的な広報媒体となるウェブサイトに誘導する仕掛けがない。

 コンテンツの構成

全体広報のウェブサイトと個別プログラムのサイトの情報が錯綜し

ている。

【広報戦略の策定】

 全体広報の実施主体の明確化

 広報姿勢の転換（説明責任を果たす広報から理解を増やす広報

へ）

 複雑な広報ターゲットの整理

 広報目的の方向の明確化（巻き込み型と情報拡散型の２方向）

 コミュニケーションメッセージ（事業名、キャッチコピー、ロ

ゴマーク、一言説明、キャラクター等）の開発

 各種広報手段（ニュースレター等）の企画

【広報アクションプランの提案】

 広報チームの体制とスタッフに求められるスキル

 広報チームの役割と運用（サイトをはじめ情報発信のための運用方法）

 コミュニケーションツールについて

 キャッチコピー、ロゴマークの改定

 事業を説明する基本テキストの見直し

 キャラクター

 ニュースレター

 ポータルサイトの活用以外の手段としてのニュースレター

（電子版）デザインを作成し、実際に行ったインタビューの

原稿を特集記事として作成した。

 その他広報施策として、メールマガジン、シンポジウム、講

演会、個別プログラムの公開講座、市民大学に関する提案を

行った。
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②ポータルサイトの改善・充実

【広報課題抽出のための調査】

 ヒューリスティック調査

既存のポータルサイト（http://scirex.mext.go.jp/）について、以下の通り、

ヒューリスティック調査を実施した。

＜調査手法＞

WEBユーザビリティ評価の調査員が、「サイト構造」「導線」「ユーザビ

リティ・アクセシビリティ」「ソースコード」の４つの観点でレビュー調査

を実施。

＜結果概要＞

 リンク切れやエラーページなどのセキュリティ的に不備な箇所

について、サイト移行時に修正を行った。

 サイト構造として、一般的なWebサイトを基準とした配置や操作

感を実装していくべきだと考えられるため、根本から構成を見直

し、拡張性を備えたサイト設計を行う必要がある。

 また、ポータルサイトとして可能な限り更新頻度を高めるために、

各拠点からの情報を吸い上げる仕組みとしてRSS機能の活用の検

討、各拠点との情報共有のための広報会議開催などを提案した。

 既存資料分析

＜対象資料＞

 科学技術イノベーション政策のための科学推進委員会資料

 基盤的研究・人材育成拠点整備事業及び政策実践プログラムに関する

検討状況資料

＜結果概要＞

 事業の全体像において「政策のための科学」をはじめ、「科学技術イノ

ベーション政策」などのキーワードがどのように説明されているのか、

わかりやすい説明方法になっているのか、検証した。

 表現方法が不統一であり、説明方法も、初めてサイトを訪問した人の

視点でみると、わかりにくいものとなっていた。
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 ヒアリング調査

＜対象資料＞

・ SciREX関係機関連絡会合（平成26年1月、平成26年3月）の出席者。

＜結果概要＞

・ 連絡会合の出席者に広報戦略（案）を説明。関係者たちのサイトの活

用方法などを整理したうえで、ポータルサイトの運営方法や改善の方

向性についても説明した。

・ 各メンバーの意見をもとに、「提携の説明文やロゴの活用方法など統一

すべきところは統一する」「個々の活動については更新情報を共有し、

ポータルサイトで事業全体の広報活動が可能な状態とする」などを広報

戦略に反映した。

【改善サイト（案）の構成】

・ 立案した広報戦略に基づき、平成26年度の公開に向けた新ポータルサイト案

を構築した。拡張性、更新性を考慮したWebサイト構造設計を行うとともに、

カテゴリーを整理した。

・ HOME画面では下層ページへのスムーズな誘導を行う構成とし、情報ポータル

として、関係機関サイトの情報を集約表示している。

・ イベントカレンダー、等のページを新設した。

・ 加えて平成24年度に実施された「キャリアパス形成等に関する平成24年度委

託調査」からうかがえる民間企業の関心度、関心内容を踏まえ、ターゲット

別の施策を提案する

・ 分かりやすい情報提供としてソーシャルトーク、インタビュー等を新ポータ

ルサイトのコンテンツとして盛り込んだ。

【現状のポータルサイトの改善、更新、充実】

・ 現状のポータルサイトでの改善、更新、充実を行った。

・ 平成25年7月から平成26年3月までのサーバの運営を管理し、ポータルサイト

の更新作業として文部科学省からの更新依頼に適宜対応した。前述のヒュー

リスティック調査の結果等に基づいて、セキュリティ対策や修正を行った。

・ ポータルサイトに実装する機能として、「アーカイブ機能」「オープンカフ

ェ機能」「理解促進機能」等に分類し、「ポータルサイトの改善・充実」の

新ポータルサイト構築時に機能として盛り込んだ。

・ その他、既存のコンテンツ、デザイン等を継承の上、ポータルサイト

の運営を行うとともに、facebook、Twitterの技術的支援として、更

新作業マニュアルの作成、SNSの特徴をまとめた資料作成を行った。
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２．推進事業に対する機関の関心を喚起する手法の調査
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（１）広報課題抽出のための調査

１）既存資料の分析

広報課題抽出に向けての分析軸を抽出するために、既存資料分析企業など外部に

行ったアンケートと訪問調査に関する報告書をもとに、ターゲットへのアプローチ

方法について課題を把握した。

また、「科学技術イノベーション政策のための科学推進委員会」の議事録から推進

委員（内部）の認識や見解、本事業の狙い、課題、期待を把握し、広報戦略に反映

した。

さらに、弊社がこれまでに支援を行った省庁や自治体、政府機関などの広報改善

プロジェクトから、本事業に資する取り組みを抽出し、参考とした。

＜対象の既存資料＞

 平成 24 年度科学技術総合研究委託事業「科学技術イノベーション政策

における「政策のための科学」で取り組むべき社会的課題、並びに拠

点における人材育成プログラムに対する潜在的ニーズ及び育成される

人材のキャリアパス形成に関する調査・分析」に関する報告書

 上記のアンケート調査を作成するために予備調査として行った訪問調

査（民間企業、自治体、公設試験研究機関、大学を訪問）に関する報

告書

 科学技術イノベーション政策のための科学推進委員会の過去の議事録

 現行のホームページや政策のための科学推進事業関連資料

 『科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」の推進について（科

学技術・学術審議会総会資料（第 36回）2011 年 5月）

 平成 25 年行政事業レビューシート（文部科学省）

 科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」基盤的研究・人材育

成拠点整備事業 整備方針（2011 年 8月）

 基盤的研究・人材育成拠点整備事業整備方針（案）補足資料（2011 年 8月）

 科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」で取り組むべき社会

課題、並びに拠点における人材育成プログラムに対する潜在的ニーズ及び育成さ

れる人材のキャリアパス形成に関する調査分析（平成 24 年度）

 『2014年日本はこうなる』（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング 2013 年）

 他省庁や行政機関が取り組んだ類似の広報改善プロジェクトの事例

＜結果概要＞

 企業などに行ったアンケートで、７割が「技術に目利きができる力を身

につける教育」に期待しているとの結果があり、「プロジェクトをマネジ
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メントできる人材教育が重要で国からの支援策として不可欠である」と

の自由回答もあった。広報ターゲットの一つと位置付けている企業のニ

ーズを把握した。

 一方、アンケート回収率は 14.7％にとどまり、「科学技術イノベーション

政策のための科学」という表現そのものがわかりにくく、産業界やアカ

デミアと共通理解を得るには丁寧な説明が必要との報告があった。今後

ターゲットと想定している民間企業などに情報に注目してもらい、期待

する行動へと誘導するためには、まず、事業について平易な言葉で伝え

る紹介文が必要。

 訪問調査で「技術開発にプラス面・マイナス面の両方が伴う課題、異な

る習慣・文化を持った機関や業界が融合して取り組む必要がある課題な

どを取り扱ってはどうか」などの期待が寄せられている。本事業の情報

発信をターゲット側の視点で表現することが有効であり、そのヒントを

得た。

 科学技術イノベーション政策のための科学推進委員会の過去の議事録か

ら、「文系と理系を融合した新たな学際的な分野をつくり、その研究コミ

ュニティーの育成」を目指すとの発言があり、ターゲットのニーズとの

共通点が見いだせた。

 現行のポータルサイトのトップページに一般市民や民間企業などがアク

セスした際に、「科学技術イノベーション政策における「政策のための科

学」」とは何か、「SciREX」とは何かを一言で（一文で）わかりやすく説

明できる言葉が必要である。

 また、同じ言葉を伝える際にも、表現の不一致がある。

 「科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」（SciREX）、

 「科学技術イノベーション政策のための科学」

 「科学技術イノベーション政策の科学」）

 補足する一文も統一されていない。

 「客観的根拠（エビデンス）に基づく政策形成の実現」

 「客観的根拠に基づく合理的な政策決定のための科学」など

 さらに、弊社が取り組んできた類似の広報改善プロジェクトから、内部

の意識共有を図るキャンペーン事例にみる「情報共有の場」づくり、ロ

ゴマークの活用による視覚的要素の統一、キャッチコピーの開発による

理解促進や、正式事業名とは別に愛称を導入することによる認知度向上

などを参考とした。
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＜参考事例①既存資料より＞

・

（参考）『基盤的研究・人材育成拠点整備事業整備

方針（案）補足資料』（平成 23 年 8月）より

（参考）『「科学技術イノベーション政策の科学」に関連する海外教育

研究機関』（科学技術振興機構 研究開発戦略センター 2010年）より

（参考）『科学技術イノベーション政策におけ

る「政策のための科学」の推進について』（科

学技術・学術審議会総会資料（第 36回）平成

23 年 5月）より

（参考）平成 25 年度政府予算資料より

不一致

不一致
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事業理解を助ける説明になっていない『SciREX』が読めない

初めて読む人に

不親切な説明

事業の内容が理解できない。

一言で（一文で）わかりやすい説明が必要。

・政策のための科学推進事業のポータルサイトのトップページ

キーワード、事業を端的に示す説明、各事業の位置づけなど、初めてサイトを訪れる

層に対してホスピタリティが欠けている。改善が必要。
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・各関係機関のサイトとの連動性

サイト間の連動性が図られていない。キーワード、事業を端的に示す説明や一部機関

のサイトトップページのデザインや文言の不統一がある。

（参考）GRIPS 科学技術イノベーション政策プログラム http://scirex.grips.ac.jp/

（参考）科学技術・学術政策研究所 http://www.nistep.go.jp/

（参考）社会技術研究開発センター http://www.ristex.jp/stipolicy/index.html
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施策（政策）のMission
【目的】何のための施策か

広報課題の設定
【なぜ？】

広報活動の目標
【何を？】

ターゲット
【誰に？】

ターゲットごとの目標と

具体的な広報メニュー
【どのように？】

全体スケジュール
【いつ？】

・目標
・ターゲット
・スケジュール
・評価方法 の設定

広報メニューごとに、

広報計画

検証・評価

＜参考事例② 類似事例より＞

●広報力強化プロジェクト「改行！計画」（文部科学省 2005 年～2007 年）

・文部科学省が、2008 年に新庁舎に移転するにあたり、組織・職員の広報力（コミュニケ

ーション力）を強化していくプロジェクトを展開。「改行」には、建物だけでなく中身（行

政のあり方）も「改める」という意味が込められている。『良い政策を立案し、実行する

ためには、現場関係者や各界との双方向のコミュニケーションが必要』と考え、コミュ

ニケーション強化のためのタスクフォースを組成。省の各部の企画官級、自主的に参加

した若手メンバーが省の広報力強化に向けた検討を行う『場』をつくった。

（参考）「改行計画」広報計画立案の考え方

『『文部科学時報 No.1563

～広報の力で、組織の価値向上へ』

＜本事業への反映ポイント＞

・本事業の各プログラムで実施主体となっている関係機関の担当者たちが、内部の意

識共有を行い、広報目的やターゲットなどを共有することは極めて重要。「広報力強

化」に取り組んだ内部キャンペーンを参考に、同じ意識で広報活動に取り組むため、

広報の連絡会を定期開催することとした。情報共有を行う場を設け、それぞれの役

割を明確化する。

●ロゴマークの改定（独立行政法人国際協力機構 2003 年～2008 年）

・独立行政法人化を前に、ロゴマークの改定を実施。以前は「ジャイカと読めない」「JKA」

に見える、他団体と並んで表示されたときに印象が薄いなどの課題があったため、カ

タカナ「ジャイカ」を添えたマークを開発し、運用の徹底を図った。
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⇒   

＜本事業への反映ポイント＞

・本事業でも、ロゴマークのデザインに課題がある。「読めない」「使用ルールが徹底され

ていない」などの課題を解決し、各プログラムが統一的に本事業のロゴを使用していく

ことが、まず、内部の意識を高め、外部への発信力の強化にもつながる。

●施策 PR キャラクター作成（さいたま市 2007 年～現在）

・合併後のさいたま市が、市への愛着を高めるため、キャラクターを開発。名前は「つな

が竜ヌゥ」。「ヌゥ」は、フランス語で「素のまま」という意味で、包み隠さず、飾り立

てず、情報を伝えるという姿勢を表現。さいたま市の魅力を伝え、人々の「つながり」

を深める役割を名称で伝えている。竜は市の真ん中にある沼の伝説にちなんだもの。キ

ャラクターに対する愛着が、本事業への愛着を育てていく。認知度を最速かつ広範囲に

高め、接触する機会を増やすことにも効果がある

（さいたま市 HP：http://www.city.saitama.jp/006/012/001/004/）

＜本事業への反映ポイント＞

・施策が何を目指しているのか、キャラクターの名前やデザインでわかりやすく伝えるこ

とができるため、本事業でも開発を提案した。

●ごみ減量・リサイクル啓発プロジェクト「ビーナス計画」（浦安市 2007 年～現在）

・施策の正式名称は「ごみ減量・再資源化計画」だったが、「女神（ビーナス）」と「静脈

の」の２つの意味を込めた「ビーナス計画」と名付けてキャンペーンを実施。

＜本事業への反映ポイント＞

・正式名称を使用するのではなく、読みやすく、口で伝えやすく、覚えやすい

「愛称」を導入することにより、普及のスピードが速まる。本事業でもロゴマ

ークの下に「サイレックス事業」を付記することにより、愛称として普及す

ることを提案した。
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２）ヒアリング調査

①調査目的

政策のための科学推進事業に関する広報活動の現状を把握し、今後の課題を明ら

かにする。

②調査対象

政策のための科学推進事業の各プログラム実施機関における広報活動の従事者。

③調査項目

上述の現状分析を踏まえつつ、主な調査項目を以下に設定する。

  ・広報の目的意識

  ・広報のターゲット

  ・広報活動の現状

  ・各プログラムの今後の広報活動

  ・政策のための科学推進事業全体の今後の広報活動

  ・広報上の課題 など
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④調査日程

ヒアリング対象プログラム 所属 調査日

事業全体／SciREX 政策形成実践

プログラム
文部科学省 2013 年 11 月 6 日

事業全体 CRDS 2013 年７月 26日

公募型研究開発プログラム RISTEX 2013 年７月 26日

政策課題対応型調査研究／デー

タ・情報基盤整備
NISTEP SciSIP 室 2013 年 10 月 15 日

基礎的研究・人材育成拠点

GRIPS 2013 年９月 24日

東京大学 2013 年９月 26日

一橋大学 2013 年９月 26日

大阪大学 2013 年９月 25日
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⑤ヒアリング調査結果

ア）広報の目的・ターゲット

＜ヒアリング結果ポイント＞

事業全体の広報と各プログラムの広報に対する考え方、共通のゴールがみえない。広報

の目的意識の共有化がなされていないため、ターゲットの整理ができていない。

（現状整理）

 事業本体の広報に関して：

何のために、どんな成果を期待して広報するのかという根本の目的意識がいまだ

共有化されておらず、そのためターゲットも決まっていない。

 一方で、「事業全体と各プログラムに関する認知・理解を促進する」という立場か

ら、個別のプログラムよりもターゲット意識に広がりが持てる側面がある。

 各プログラムの広報に関して：

実施機関・担当者における広報の目的意識は、それぞれの想定するターゲットに

あらわれている。

 公募型研究開発プログラムにおいては応募者、基盤的研究・人材育成拠点の

大学においては受講生というように、各プログラムの広報は直接的・一義的

なステークホルダーを想定して実施しており、それ以上のターゲットの広が

りはない。

 各プログラムにおいて誰に関わってほしいかは明確であり、広報ターゲット

は自ずから決まるため、そこから具体的な広報の手段も見えてくることも想

定される。

 「一般市民はほとんど意識されず、当該分野に関心・関連がある人を想定」して

おり、結果としてそのターゲットも、各プログラムのターゲットとの重なりが大

きいと思われる。

 こうした広報の結果、当該事業の情報は当事者や関係者の外側には流れにくく、

社会的な認知が進まない状態になっている。
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イ）広報活動の現状

＜ヒアリング結果ポイント＞

事業全体の広報活動はウェブサイトがメイン。更新は不定期。

各プログラムの広報活動はそれぞれターゲットがかなり限定され、そこに最低限アクセ

スできる媒体が選択されている。

（現状整理）

 各プログラムの広報活動について：

拠点大学で学内学生を対象としている場合、通常のカリキュラムの告知と同じ方

法によって学生の募集を行っている。（学生募集は、通常のシラバス集と大学のＨＰ

による）

 公募型研究開発プログラム：

RISTEXのウェブサイトに情報を掲載し、合わせて想定ターゲットに直接電子

メールを発信している。

 政策課題対応型調査研究／データ・情報基盤：

基本的には紙の研究成果の報告書によってデータが公表され、あわせて

NISTEPのウェブサイトでも公開されている。

 事業全体の広報活動について；

ウェブサイトがメインとなり、いちおう当該事業に関する情報がここに集約され

る構造になっている。

 ツイッターとフェイスブックもあわせて運用されているが、更新が不定期で、

新たな情報提供が途絶えると、インターネット上の更新も止まってしまう。
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ウ）各プログラムの今後の広報活動

＜ヒアリング結果ポイント＞

各プログラムについては、新たな分野や対象を想定し、従来のターゲットよりも広い範囲

に広報を行い、当該プログラムに関わる人を増やしたいとする意向がうかがえる。

（現状整理～各プログラムの意向）

 公募型研究開発プログラム：

応募者として新たに医療や経済の分野の研究者を期待している。また、成果の活用者

としては行政担当者の参画を想定している。

 例えば、行政担当者が理解し、活用できる論文の提示や公募以外の研究者の

巻き込み等

 政策課題対応型調査研究／データ・情報基盤：

現在、公表されている研究成果が対外的なレベルでどの程度活用されているのかを把握し

ていないとしつつも、研究成果の利用がいっそう拡大することを期待しており、

ここでもいわゆる研究者のほかに、新たなターゲットとして政策立案者という行

政官の参画が想定されている。

 例えば、NISTEPのサイトを積極活用、そこに掲載されている研究成果をどんど

ん活用してもらう。既存の研究成果（データ）をほかの人が加工したり、さらに

分析したりして、当研究所ができないことをやってもらいたい。

 拠点大学：

学生の応募を確保することを広報の第一義ととらえており、その意味では現状に

おいてその目的は達せられている。しかし、その一方で社会的な認知を広めるこ

との重要性も一部で認識されている。特に、卒業生の受け皿として産業界におい

て当該事業の認知・理解を求める意見もあった。

 各拠点大学を束ねる立場にある場合は、マスメディアに対してもっと情報提供し

てよいと思う。媒体はホームページ、メール等を想定。
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エ）政策のための科学推進事業全体の今後の広報活動

＜ヒアリング結果ポイント＞

事業全体の広報のあり方に関して拠点大学から要望が出ているが、その他のプログラム

からはとくに指摘はなかった。

事業全体の広報と各プログラムの広報は、実際にはそれぞれ独立的に運用されているが、

両者の担当者の意識にかい離が想定される。

（現状整理）

 事業全体の周知が足りないという認識は、関係者一同に共通していると思われる。

 特に、やがては政策決定に大きく寄与することを目指す事業である以上、今

の段階から「社会に開かれた姿勢を示すことが非常に大切」という指摘もあ

った。

 関係者以外の社会的な認知を広めるに際しては、マスコミの上手な活用などが示

唆されている。

 例えばマスコミの科学技術系の記者への情報提供。彼らに「エビデンス」の適切

な扱い方を学んでもらって、科学技術の正確な情報を、またエビデンスの重要性

を市民に伝えてもらいたい。

 市民向けの広報では、著名人を使って、科学技術政策におけるエビデンスの重要

性について、さりげなく注意喚起してもらってはどうか。

 事業全体の広報において主たる媒体となっているウェブサイトについて：

当該事業で扱う情報の専門性がかなり高いために、社会的な認知・理解を得るた

めには、内部の情報をそのまま羅列するのではなく、「編集する機能」が必要だと

いう指摘も見られた。

 各事業の現場から出てきた情報をそのままホームページに掲載しても、外部に対

してはアピールできない。一般向けに情報を加工する必要性。

 広報する内容に関連して：

各プログラムの間で情報共有が進まず、他のプログラムの事業がどのように進捗し

ているのかが見えないという指摘が拠点大学からある。

 事業全体のウェブサイトに対して内部的な情報共有の機能も期待されている。
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オ）現場が認識している広報上の課題

＜ヒアリング結果ポイント＞

事業全体として、各プログラムの間で相互の連携が見えにくく「バラバラな印象」とい

う指摘。さらに、拠点大学の間でさえも情報共有の機会がない、とされた。

（現状整理）

 内部的には、各プログラム間での協働意識が希薄な様子。

 対外的には、「用語・名称がどれも長く、略称が多い」という用語の問題が指摘さ

れている。

 先に「社会に開かれた姿勢」を示すことの重要性が指摘されたが、外部に理

解されにくい用語は一種の「隠語」であり、内向き姿勢を象徴するものとな

りやすい。

 SciSIPは発足前の準備室の仮称として使っていた。その後、SciREXの傘下

に入ったが、SciREXとの関係がわかりにくい。SciREXの事業であることを

示す共通のマークを作り、それをSciSIPなどの傘下機関に冠すると、関係が

わかりやすくなる。

 用語・名称がどれも長く、略称が多い。この点でも部外者には理解されにく

い。

 「バラバラな印象」につながる要素について：

 基本用語とその伝え方：そもそも「科学技術イノベーション」という基本用

語が、一般社会での理解を阻害し、また、本来参画を期待される文化系学生

を遠ざけるという指摘もあった。

 組織の伝え方：名称が長く類似した機関が関与しており、事業の組織的な体

制が見えにくい。組織のわかりやすさを出すために、事業全体に共通したマ

ーク（統一的なビジュアル）を期待する意見もあった。

 用語・名称がどれも長く、略称が多い。この点でも部外者には理解されにく

い。

 この事業に参加している大学のことは、単に「拠点」と呼んでいる。正式名

称は当事者でも使わない。
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３）広報課題

既存資料の分析、ヒアリング調査結果を踏まえて、政策のための科学推進事業に

関する広報における課題を整理する。

①全体広報の実施主体

 全体広報をマネジメントする主体、全体広報に責任を持って取り組む主体が明確

でない。

各プログラムの広報は、それぞれの実施機関が別々に取り組んでおり、プログラ

ムの運用に支障がない程度の効果は上がっているものの、なお、プログラムごとの

事業内容は外部からは分かりにくい。

一方、それらの各プログラムを総合した全体、すなわち「政策のための科学推進

事業全体」の広報（全体広報）においては、訴求すべき情報が整理されていない。

その広報を実施する主体も明確ではない。

政策のための科学推進事業に関する広報を「全体として最適化する」ためには、

広報の司令塔機能が不可欠である。また、今後外部から、多くの研究者や行政・企

業人の参画を促すためには、事業主体＝メッセージ発信元の姿勢を明示することが

非常に重要になる。

したがって、当該課題を解決するためには、以下の方策が必要にある。

課題解決の方向

 全体広報に関する権限・責任の所在を定める。

 全体広報を形にできるスタッフ体制を整える。

すぐにでも実効ある広報戦略とするためには、全体広報に関する「権限・責任」

の所在を明示するだけでなく、それを動かす仕組みとしてのスタッフ体制の記述も

当該計画中に欠かせない。



26

②広報の目的と戦略

 全体広報の目的＝成果目標が意識化されていない。

各プログラムの広報には目的意識があるが、全体広報では、どのような成果を求

めて広報を行うのかが共有されていない。

目的意識が希薄なため、戦略的な広報ができていない。

課題解決の方向

 全体広報によって獲得すべき成果（ゴール）を定める。

 ゴールにたどり着くためにたどるべき道筋（プロセス）を定める。

広報によって獲得すべき成果が、広報の目的となる。

そのゴールにたどりつくための論理的かつ効率的な筋道が、広報戦略となる。
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③ターゲット

 全体広報のターゲットが定まらない。

広報の目的意識が希薄であるため、ターゲットも見えてこない。

課題解決の方向

 広報目的にたどり着くための道筋ごとに、ターゲットを定める。

 一度に目的を達成できない場合は、広報効果の波及的な達成モデルを組み立

てる。

広報の目的にあわせて、ターゲットを定める。

目的達成のために意識態度変容を起こす必要がある層（本来のターゲット）にア

クセスしにくい場合は、その層に広報の影響・効果を伝播させるための媒介的ター

ゲットを設定する。
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④メッセージ

 ウェブサイトにある情報を読んでも、部外者には内容を理解できない。

当該事業の情報が記載されているウェブサイト上には、ある程度の予備知識がな

いとほとんど理解できないような専門用語が多い。たとえば、SciREX という基本用

語は部外者には読めないし、意味が分からない。ウェブサイト内の官庁的な文章も

とっつきにくい。

結果として、関係者のために作られたウェブサイトであるかのような印象を与え

てしまい、部外者に対してフレンドリーでない。

課題解決の方向

 外部の社会に流通しやすい言葉を開発する。

 部外者にこそ理解される書き方をする。

「伝わる広報」となるためには、伝わりやすい言葉を伝わりやすい文体で伝える

こと。特に、部外者の視線に立って、用語・文体を検討する必要がある。
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⑤媒体

 中心的な広報媒体となるウェブサイトに誘導する仕掛けがない。

今後、最も戦略的に活用できる媒体はウェブサイトであるが、今のところ、掲載

されている情報は専門的なものばかりで、情報更新の頻度も低い。

また、他の媒体からウェブサイトにたどりつく仕組み・仕掛けが機能していない。

その結果、ウェブサイトの存在は、ほぼ関係者間で認識されるだけの状態にとど

まり、ウェブサイトへの訪問者が部外者へと広がらない。

課題解決の方向

 多様な広報媒体の受け皿となるウェブサイトと、そこへの訪問者を誘導する

媒体を広報戦略の中に位置づけ、相互に連携させる。

 事業の理解促進のための「幹としての媒体」と、情報拡散のための「枝とし

ての媒体」を整理し、役割に応じて活用する。

媒体によって、情報を広く拡散させるのに適した媒体と、深く理解を促すのに適

した媒体があり、多様な媒体を活用しつつも、各媒体の特長を最大限に生かすため

に、各媒体の特性に合った活用を行う。

その際、広く拡散させる媒体は、最終的には深く理解を促す媒体であるウェブサ

イトに収斂し、そこへ部外者を誘導する。
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⑥コンテンツの構成

 全体広報のウェブサイトと個別プログラムのサイトの情報が錯綜している。

全体広報のサイトと個別プログラムのサイトで、同一内容の情報を異なる言葉・

言い方で表現している。（例えば、「政策のための科学推進事業とは何か」について

の説明。）

全体広報サイトから個別プログラムのサイトへのリンクが、プログラム実施機関

のトップページへつながっているため、個別プログラムの情報が探しにくい。この

誘導の仕方では、事業の主体も分かりにくい。

全体広報と各個別プログラムのサイトで、「トーン＆マナー」がそろっていない。

課題解決の方向

 全体と個別を合わせたウェブサイトの「交通整理」を行い、内部における不

一致・食い違いを解消する。

 情報があるべき場所にあり、リンクを訪問者目線で張り直し、情報を探しや

すいサイトを組み立てる。

政策のための科学推進事業の本体と各プログラムのサイトを、ひとつの「全体」

として最適化する。
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（２）調査結果

１）広報戦略の策定

先述した広報課題を解決するための方策を以下に示す。これが、本件の広報戦略

の骨子となる。

①全体広報の実施主体の明確化

 文部科学省が司令塔となり、そのもとに各プログラムの担当者も参加して広報チ

ームを結成する。

 広報チームは、全体広報と各プログラムの広報をあわせて、事業の広報全体を最

適化する。

文部科学省は、全体広報（幹）の司令塔であり、同時に、個別プログラムの広報

（枝）も含めた総体としての広報の「全体最適化」を図る司令塔となる。

具体的には、以下のような機能を担う。

 全体広報という視点から広報をコントロールする。

 各プログラムに広報担当を設置し、積極的な情報共有を促進する。

 「編集者」として共有した情報を整理する。

 ターゲットにあわせた効果的な情報発信を行う など。

  【広報全体の最適化の概念図】

全体広報と
個別広報を
連携・調整

文部科学省
全体広報を直接マネジメント

枝

枝
各プログラムの

広報担当

幹
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②広報姿勢の転換

 従来の説明責任を果たすための広報から、参画者・理解者を増やす広報へと転換

する。

これまでの広報は、主として、当該事業を知りたい人に情報提供する広報であっ

た。こうした広報は、「受け身」の広報であり、広報としての責任を果たしているこ

とになるが、「知りたい人」が増えない限り、当該事業に関する情報は拡散せず、理

解も広がらない。

今後当該事業に必要なのは、参画者と理解者であり、それが広報においては情報

を「知らせたい人」になる。今後は、彼らを「つくる」ような広報を展開する。

  【「受け身」の広報から「攻め」の広報へ】

受け身

「知りたい人」に知らせる
||

説明責任を果たす広報

攻め

「知らせたい人」に知らせる
||

参画者・理解者を増やす広報
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③〝タマネギ構造〟のターゲット

ターゲットは、当該事業との関わり方の濃淡により、以下のように同心円状に構

造化できる。

 中心が当該事業の現在の従事者。即ち、文科省と各プログラムの実施関係者。

 その外側に、科学系・政策系など関連分野の研究者。

 その外側に、政策科学の成果の実践者（政治家、行政担当者、企業）。

 その外側に、関心を持ってくれる市民層。マスコミはここに位置する。

今後、当該事業に関わることが期待される人は、科学系・政策系などの関連分野

の研究者（現在のメルマガ読者、各セミナー参加者など）、「政策のための科学」の

成果を実践する政治家、行政担当者、企業人が想定できる。

研究者には、議論・研究に参加してもらい、情報発信もしてもらう。実践者には、

それぞれの持ち場で、「政策のための科学」を生かしてもらう。（ここでのベクトル

は内へ向く。）

一方、その外側に市民層が位置する。そこに「政策のための科学」に関心を持つ

層を形成し、そこから事業の認知を市民層内に拡大させる。（ここでのベクトルは外

へ向く。）

        【タマネギ構造のターゲット】

従事者

一般市民

行政・企業

研究者

関心者層
（マスコミなど）

従事者

一般市民

行政・企業

研究者

関心者層
（マスコミなど）
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④広報の目的

ターゲットの構造にあわせて、２つの方向性を設定する。

 研究者、行政・企業に対しては「巻き込み」。

 市民層に対しては「拡散」。

現在の「政策のための科学推進事業」従事者に近いポジションにいる近縁分野の

研究者と、事業の成果を実社会に生かす実践者に対しては、当該事業へどんどん参

画してもらうこと（巻き込み）を広報目的とする。具体的には、以下のような展開

を想定する。

関連分野の研究者、行政・企業の人たちの間で

 政策の科学に関するより多くの情報・知識を共有すること。

 それに基づき、知恵を出す人、行動する人を増やすこと。

 さらに、そこで得られた知見を実社会で生かす人を増やすこと。

一方、市民層に対しては、事業への認知・理解を広めること（拡散）を広報の目

的とする。具体的には、以下のような展開を想定する。

市民社会において、マスコミやスポークスマン（事業をわかりやすく語る人）を

通じて

 「政策のための科学推進事業」という取り組みがあることを知ってもらうこ

と。

 エビデンスに基づく政策形成の考え方を知ってもらうこと。
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⑤ターゲット別の広報戦略

 「巻き込み」戦略では、周辺の研究者や行政・企業人の参画を促し、当該事業の

さらなる充実を図る。

 「拡散」戦略では、「政策のための科学」への認知・理解を広め、期待感を高める。

「巻き込み」戦略では、当該事業への参

画者を増やすことを目指す。

それによって、当該事業への従事者を拡

大し、情報・知見の蓄積を促進させ、実社

会への実践投入に備える。

これは、「政策のための科学」という政策

決定プロセスを市民社会に投入する際の

「種」づくりとも言える。

一方、「拡散」戦略では、マスコミやスポ

ークスマンを通して市民社会への情報提供

を効率化し、市民社会における「政策のた

めの科学」に対する期待感を醸成すること

を目指す。

これは、市民社会において「政策のため

の科学」が受容され、本来の機能を発揮す

るための「土づくり」と言える。

巻き込み戦略＝種（たね）作り

従事者の拡大

情報・知見の蓄積

情報

参画

従事者

行政・

企業
研究者

参画

拡散戦略＝土（つち）作り

市民社会

政策の科学への期待の向上

(受け入れ土壌ができる)

全体広報

情報

マスコミ
スポー
クスマン
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⑥メッセージ開発

それぞれの広報戦略にあわせて、伝わりやすいメッセージを開発する。

 「巻き込み」戦略では、参画への動機付けや志気の向上につながるもの。

 「拡散」戦略では、「政策のための科学」への共感・納得を醸成するもの。

 同時に、広報インフラとしての「定番情報」の整備・整理が不可欠。

研究者、行政・企業人に向けたメッセージは、たとえば、参画者が共有できる目

標、参画へのモチベーションを高める言葉、などが想定できる。

市民社会に向けたメッセージは、たとえば、「政策のための科学」で何が変わるの

か、それが目指す社会のあり方などを伝えるもの、などがふさわしい。

一方、そうしたメッセージ性の高い情報を支えるインフラ部分において、基礎的

な情報伝達力を高める作業を行う。早急に手を加えるべき箇所は、以下の諸点であ

る。

 関係者にしか通じない略語でなく、部外者に開かれた用語。

 長すぎる正式事業名のかわりに覚えてもらうための別名（愛称）。

 全体広報と個別プロジェクトが共有するロゴマーク（使い方を決めて徹底）。

 マスコミやスポークスマンがそのまま使える事業の説明文（誰にでも理解で

きるため、それ以上言い換える必要がない対外的な説明テキスト）。

 「政策のための科学推進事業」でやっていることのわかりやすい一覧。
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⑦媒体の活用方法

 「政策のための科学」に関する広報の中心（幹）は「全体広報のホームページ」。

 その他のさまざまな広報媒体は、それぞれの機能を果たしつつ、「全体広報のホー

ムページ」へと部外者を誘導する。

全体広報のホームページは、以下の２つの目的を持つ。

 「政策のための科学」に関する理解、納得を与える。

 政策の科学関連情報を蓄積し、それを活用する。

全体広報のホームページには、従事者、周辺の研究者、行政・企業人（関係機関）

向けには「アーカイブ機能」と「オープンカフェ機能」が、市民社会向けには「理

解促進機能」が想定され、それぞれ以下の機能を有する。

【アーカイブ機能】

 「政策のための科学」に関して、国内最大の情報蓄積があり、最先端の情報

があること。いわば、「政策のための科学」に関する国内最大の電子図書館機

能。

【オープンカフェ機能】

 「政策のための科学」に関して、情報交換・共有できること。

 「政策のための科学」に関して、議論の場を提供すること。

 「政策のための科学」に関して、議論できる話題を提供すること。

【理解促進機能】

 「政策のための科学」とは何か、について、一般市民にも分かるように、き

ちんと整理されていること。

 「政策のための科学」がどこまで進んでいるのかについて、最新の情報が提

供されていること。

また、全体広報ホームページに付随して、主としてマスコミ向けに「ニュースレ

ター」を配信する。

これは、全体広報の一環として文部科学省が制作し、マスコミに対する関係づく

りを担う。記者における当該事業の認知を広め、記者を全体広報のホームページへ

と誘導するとともに、シンポジウムなどのさまざまな広報を案内する。
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一方、個別のプログラムの広報では、各実施機関が以下の媒体によって情報提供

を行い、かつ全体広報のホームページへと部外者を誘導する。

【メールマガジン、ＳＮＳ】

 「政策のための科学」に関する認知や気づきを与える媒体。

 最新情報を広く拡散させる機能をも果たす。

【シンポジウム、講演会】

 部外者を意識して、社会性や話題性の高いテーマを設定する。

 実施前は、話題化のプロモーション、実施後はその内容を「コンテンツ化」

し、「資産化」する。

【個別プログラムの公開講座】

 最新成果の発表。

 成果を活用してもらうための「セールストーク」と質疑応答による関係づく

り。

【市民大学】

 「政策のための科学」入門講座。

 行政・企業人のお試し講座にもなる。
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⑧ウェブサイトの考え方

 全体広報のＨＰと各プログラムＨＰをあわせて、「政策のための科学」ウェブサイ

トを再構築する。

 各プログラムから情報が供給されることにより、常時「新鮮なウェブサイト」を

目指す。

全体広報と個別プログラムの広報では、相互にリンクを張りつつも、基本的にそ

れぞれの実施機関が独立したホームページを運用しているが、これを相互の情報を

整理することで、見かけ上、一体的なウェブサイトに再構築する。

その上で、個別プログラムで発生する新鮮な情報を全体広報で共有化し、ウェブ

サイト全体として情報更新が頻繁なサイトを目指す。

相互の情報の整理の仕方は、以下の通り。

 全体ＨＰとプログラムＨＰは、説明文やデザインなど表現の統一性、整合性

を保つこと。

 プログラムごとに発信している活動の情報は、常に全体ＨＰに集約すること。

 全体広報ならではの情報拡散力を強化して、当該ＨＰへの訪問者を増やすこ

と。

 全体ＨＰとプログラムのトップページは直リンクでつながること。

  【全体広報ＨＰと個別プログラムＨＰの関係】

全体広報のＨＰ

（直リンク）
プログラムの
トップページ

実施機関の
トップページ

表現の統一性
・整合性

各プログラムの更新情報を供給し、鮮度を保つ

活動の発信

情報の
拡散

訪問者
増加

メールマガジン
SNS

ニュースレター

マスコミ
ｽﾎﾟｰｸｽﾏﾝ

全体ＨＰから

こちらには
リンクしない

個別の情報を
全体HPに集約
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２）広報アクションプラン

具体的な広報活動の改善方策を提示すべく、前述で実施した既存資料や各主体へのイ

ンタビュー等を通して検討した広報戦略を基に、具体的に戦略を形にするためのアクシ

ョンプランを以下に記す。まず整える必要があるアクションプランを実施する体制につ

いて、さらに、戦略で提示したターゲットと効果的に関係性を構築するためのメッセー

ジと伝え方について、ポイントともに整理する。

①広報チームの体制とスタッフに求められるスキル

広報チームは、文部科学省が中心となり、運営事務局を CRDS が担い、各プログ

ラムの実施機関が参加することを想定。それぞれの役割は以下の通り。

【文部科学省】

 広報チームのオーガナイザー

 運営主体となる CRDS に対して助言、支援を行う。



    

【運営主体（CRDS）】
 広報チームの運営主体

 広報会議の招集、広報活動の進行管理、広報活動における意思決定等

 「政策のための科学」分野の最新情報を発信するために、各プログラム実施

機関から最新情報を吸い上げ、国内外の関連情報を収集し、それらを編集、

広報素材として集約する。

 全体広報ウェブサイトの運用管理。（更新は随時）

 ツイッター、フェイスブックの運用※

 ニュースレターの制作管理。（年４回発行）※

【参加メンバー】

 RISTEX、NISTEP、GRIPS、東京大学、一橋大学、大阪大学・京都大学、九

州大学等

 それぞれの機関に広報担当者を設置する。

 広報素材の収集、最新情報の更新、イベント等のレポート。

  ※スタッフに求められるスキルとして、以下の点が求められる。

・ 出版物・WEB 等の編集スキルを持つ。

・ 取材経験がある（記事、見出しを作成することができる／撮影ができる）
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②広報チームの役割と運用（サイトをはじめ情報発信のための運用方法）

広報チームは、毎月定例会議を開き、実施機関間の連携・情報共有を密にする。

その上で、それぞれが広報上の役割を果たしながら、今後の事業全体の広報活動

の枠組みを検討していく。具体的には、順次以下の諸点を決定する。

●広報目標

2015 年末までの短期と 2020 年末までの中期に達成すべき目標を定める。

【短期目標】

 実施機関間での広報上の連携の推進、市民レベルでの認知度向上などに関連

する目標設定が必要。

【中期目標】

 研究者と行政・企業人の巻き込み戦略の目標設定。

●ターゲット

現状でのターゲティングの妥当性を検証しつつ、より具体的なターゲットを定め

る。

【研究者】

 現在、科学系では科学系研究所などの予算配分を行うマネジメント層、政策

系では科学分野の政策に特に関心の高い研究者を想定している。

【行政担当者】

 行政担当者は、「政策のための科学」の実践者として、国・地方でどのレベル

の官僚が妥当か、どういう定義をすれば効果的なターゲットを捕捉できるか、

を検討する。

【企業】

 ひとつには、大学の基礎研究と連携できる研究所を持つ企業、もうひとつは、

拠点大学卒業生の受け皿となる企業を想定している。
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③コミュニケーションツールについて

a)キャッチコピー、ロゴマークの改定

メッセージの伝達力を高めるために、広報の基本的要素（部品）を改善する。

●広報上の事業名称

科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」推進事業

サイレックス事業

 読みやすく覚えやすい言葉「サイレックス事業」を固有名詞的に使う。

 短い単語にすることで、認知しやすくする。

●キャッチコピー

未来を変える科学の一歩

客観的根拠にもとづく合理的な政策決定のために

 「サイレックス」とは何かを補足するテキストとして機能する。

 これによって、事業の意義・目的を示す。
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●ロゴマーク

ロゴマークは、事業の象徴であり、言葉で伝えきれないイメージ形成に寄与する。

デザインパワーとコピーパワーを最大限に活用して、メッセージ性の高いシンボルマ

ークの表現が必要となる。

【基本形】何と読むか、すぐにわかるようにする。サイレックスのみではなく、「事業」を

付記し、 会社や商品の名前ではないことを示す

【背景色が濃い場合】白抜きにする。

※注意: ロゴマークの周囲には、一定の余白（「背景色が濃い場合」の青色部分）の面積を

確保し、他の記号や文字などを近づけてはならない。

× ○
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【一言説明】  

サイレックス事業とは何かを一言、横に加えるとともに、キーワード「政策のための科学」

のみとし、正式名称は、詳細説明の冒頭で触れることとする。

【一文説明】  

上下にスペースを確保できない場合は、サイレックス事業と一言説明を合体して一文で表

記する。
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※英語：

※モノクロ版：
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b）事業を説明する基本テキストの見直し

●事業概要

科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」推進事業

（ SciREX : Science for RE-designing Science, Technology and 
Innovation Policy)は、科学技術イノベーション政策において、客観的

根拠（エビデンス）に基づく合理的なプロセスによる政策形成の実現

のため、政策形成プロセスの進化と、関連する学際的学問分野の開拓

を目指した取り組みを推進します。

サイレックス事業とは

科学技術イノベーションの分野において、

客観的根拠に基づく政策形成をめざす「政策のための科学」を推進する

事業です。

そのために必要な指標やツールの開発、環境整備、人材育成を行ってい

ます。

＊サイレックス＝SciREX  Science for RE-designing Policy

   （科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」推進事業）

 「サイレックス事業とは～である」という最も単純な、分かりやすい文体を

使用する。

 正式名称の説明（＊印以下）は補足的に添える。場合によっては省略可。
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●各プログラムを説明する基本テキスト

■調査分析（政策課題対応型調査研究）

研究開発投資に対する社会的影響について、調査・分析を行います。

■研究開発（公募型研究開発プログラム）

政策づくりのための研究を、産官学を問わず広く公募・支援し、課題解

決の手法や知見を蓄積します。

■人材育成（基盤的研究・人材育成拠点）

自然科学、社会科学、人文科学の知見を総合し、基盤的研究を進めると

ともに、人材を育成します。

■データ整備 （データ・情報基盤）

政策課題解決に資するデータ・情報を世界中から集め、広く公開し、

エビデンス構築の環境を整備します。
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c) キャラクター

今後、多くの人を巻き込み、知恵を出し合って事業を推進していくためには、「面白が

ってもらう」「関心を持ってもらう」きっかけが必要となる。こうしたキャラクターを活

用して、事業への愛着を高めていく必要がある。

これらのキャラクターは、前述のキャッチコピーやロゴマークとともに、ポータルサ

イトや、担当者の名刺等、さまざまなコミュニケーションツールへの展開が可能となる。

【考え方】
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【キャラクター】

科学技術分野が持つドキドキ、ワクワクの冒険心、

探究心を持った恐竜が未知なる世界を駆け巡る。

（日本語）

（英語）
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※モノクロ版

（日本語）

（英語）
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人材育成ケースレポート

教える人、学ぶ人を刺激する情報として、

事例を紹介。具体的にどんな人がどん

な考えで何をしているのか、伝える。
「巻き込み」効果を期待

トピックス

• イベントの告知・報告

• プロジェクトの進捗情報

• 文科省からのお知らせ

奥付 編集後記など

各省庁のデータを集めたサイトが

オープンしました

研究開発プロジェクトの現場から

・関係者や活動に取り組んでいる人など
にインタビュー
・事業の意義を伝える「考え」やエピソー
ド、活動を掲載

d) ニュースレター

 マスコミやスポークスマンとなる人に、定期的に情報を提供するためのツール。

 最新情報や話題性のある情報を取り上げて、ターゲットの関心を喚起し、当該事

業の存在の認知、内容の理解促進を目指す。

 メディアなどを通じて市民社会に「拡散」することにより、広く社会的な認知促

進を目指す。

 一方、関係者間にも配信することにより、情報を共有し、相互理解を促進する。

 それぞれの活動現場で活用する潜在的な関心層の「巻き込み」を狙う。

※ニュースレターのひな型：A4 両面１枚 （ｺﾝﾊﾟｸﾄにして読みやすく。詳細はｻｲﾄに誘導）

ウェブサイト

新聞や雑誌で話題化

リニューアル後は各プロジェクトの動きがわかる
全体広報の媒体となって機能。
ニュースレターからここに誘導する。

ニュース

レター
ｻﾝﾌﾟﾙ

ｻﾝﾌﾟﾙ
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3．ポータルサイトの改善・充実
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（１）現行サイトの評価（ヒューリスティック調査）

現行サイトについて、ユーザー行動に照らした際の課題と改善点を抽出すべく、以下を目

的とした調査を実施した。

1．サイト構造

・想定されるユーザー行動に照らして、当該ウェブサイト内における階層構造は適切か？

2. 導線

・想定されるユーザー行動に照らして、当該ウェブサイトの導線設計は適切か？

3. ユーザビリティ・アクセシビリティ

・想定されるユーザー行動に照らして、当該ウェブサイトは使い勝手のよいものになって

いるか？

4. ソースコード

・(X)HTML、CSS が正しくマークアップされているか？

※結果整理にあたっては、上記観点に、他サイトの事例などもピックアップして掲載する。

※裏付けデータとしてアクセス解析ツール（Google Analytics）を使用する。

１）調査概要

・ 調査名：

SciREX 科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」

ポータルサイトヒューリスティック調査

・ 対象サイト：http://scirex.mext.go.jp/
・ 調査目的： ポータルサイト改善・充実の際の効率的な改善指針

として活用することを本調査の目的とする。

・ 期間：2013 年 9 月 2 日～9 月 20 日

・ 調査手法：WEB ユーザビリティ評価の調査員によるウェブサイ

トレビュー

・ 改修優先度：以下で結果を示す。

高 記述ミス・表示崩れなど、早急な改修が必要と思われるもの

中 優先度は落ちるが、改修すべきと思われるもの

低 概ね問題はないが、改修することで更に良くなると思われるもの

― 問題ないと判断する項目
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２）調査結果

①サイト構造：

●ユーザーにとって分かりやすいサイト階層構造になっているか？
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●ユーザーにとってわかりやすいカテゴリー区分になっているか？

●タイトルは｢ページの内容 サイト名」の順番になっているか？
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●言語別ページにおいてコンテンツに差異は存在しないか？

②導線：

●トップページから下層ページへのリンクはわかりやすいか？
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●グローバルナビゲーションの設置場所は適切か？

●下層ページのナビゲーションはわかりやすいか？
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●リンク切れは存在するか？

●更新情報の掲載頻度は適切か？ ※2013 年 9 月 20 日現在
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●どのページからでもホームに戻れるようになっているか？

③ユーザビリティ・アクセシビリティ

●画像に ALT テキストは設定されているか？
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●文字の大きさは適切か？

●文章の行間は読みやすくなっているか？
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●本文の文字は画像化していないか？

●文字色と背景色の組み合せを考え、コントラストを十分にとっているか？
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●ファビコンは設定されているか？

●HTMLページ以外へのリンクは事前に知らせているか？
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※ユーザビリティ・アクセシビリティ調査一例

④ソースコード

●(X)HTML、CSSが正しくマークアップされているか?
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●表示に不具合はあるか？

⑤アクセス解析

●訪問数とユーザー数
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●ページビュー数と訪問別ページビュー

●訪問時の平均滞在時間と直帰率
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●時間帯別アクセス数

●地域（上位 25市区町村）
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●OSとブラウザ

●検索キーワード一覧（上位 25位）
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●上位のコンテンツ（上位 25位）

●ユーザーフロー
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３）まとめ

改修優先度 個数

高 0 

中 8 

低 4 

全体的には、特に悪くない結果がでている。

サイト構造的には、ボリュームも少ないため、大きな問題はほとんど存在しない。改修

優先度が高い、リンク切れやエラーページなどのセキュリティ的に不備な箇所は、サイト

の再公開時に改修しており、緊急に対処しなければならない点はない。

サイト構成として、一般的な Web サイトを基準とした同様の配置や操作感を実装してい

くべきだと思われる。 そのためには、小手先の改修ではなく根本から見直し、拡張性を備

えたサイト設計・構成にしていく必要がある。

サイトの性格としては、情報ポータルサイトなので、可能な限り更新頻度を高め、「活き

ているサイト」としてユーザーに認識してもらい、再訪問してもらえるようにすべきであ

る。

アクセス解析の観点からは、そもそもの訪問数などが少ないため、あくまで目安として

捉える必要があるが、コンテンツの配置順などユーザーニーズに沿っていない可能性があ

るため、改善の余地があると思われる。

また、デザイン的な視点では、「インパクト」という部分は弱めである。 下手に派手に

して「品がない」サイトデザインにする必要性は全くないが、図やイラスト・写真など、

視覚的にもわかりやすい工夫を施すなど、もう少しメリハリがあっても良いかと思われる。
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（２）改善サイト（案）の構成

１）サイトマップ

・拡張性・更新性を考慮した Web サイト構造設計を行う。

・カテゴリーの整理を行い、シンプルに分かりやすくする。

1:HOME 2:サイレックス推進事業とは？

3:プログラムについて

4:活動内容

5:成果・資料

サイトマップ

7:推進委員会

リンク集

サイトポリシー

・3-1:SciREX政策形成実践プログラム
・3-2:基盤的研究・人材育成拠点
・3-3:公募型研究開発プログラム

・2-1:背景
・2-2:事業概要
・2-3:事業開始までの取り組み

・お知らせ
・イベント
・トピックス

ENGLISH

【コンテンツ内容】

・3-4:政策課題対応型調査研究
・3-5:データ・情報基盤

6:ソーシャルトーク
・アーカイブ

・7-1:推進委員会について
・7-2:委員名簿
・7-3:議事録・配付資料

・Twitterカスタムタイムライン

【グローバルナビゲーション項目】

これらを集合

・6-1:インタビュー

ニュースレター

プライバシーポリシー

日本語版と同様の構成

・イベントカレンダー



71

２）HOME

・下層ページへのスムーズな誘導を行う。

・情報ポータルとして、関係機関サイトの情報を集約表示する。

複数のコンテンツのイ
メージ画像がスライド形
式で一定時間毎に切り替
わる

Webサイトロゴ。簡潔な説
明文と共に掲載

文字サイズの変更機能を実
装

グローバルナビゲーショ
ンの項目をわかりやすく
整理・統合

視覚的にわかりやすくす
るため、掲載記事を画像
と共にピックアップト
ピックスとして紹介

ソーシャルメディアへのリ
ンク

関係機関へのダイレクトリ
ンク

お知らせ欄では、ポータル
サイトとしての役割を担う
ため、情報発信機関名
（RISTEX、STiPSなど）を明
記し、時系列で表示

フッターエリア

イベントカレンダー、
ニュースレターへのリンク

ｻﾝﾌﾟﾙ
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３）カテゴリーインデックスページ

・拡張性を考慮した、カテゴリーインデックスページを設置する。

・ユーザーにとってサイト構造が分かりやすくなり迷わない構成となる。

ローカルナビゲーション
下層ページのメニューを表示

下層ページの項目を、
簡単な説明文と共に
ボタンのように配置

～フッターエリア省略～

2:サイレックス推進事業とは？
3:プログラムについて
7:推進委員会

◆カテゴリーインデックスページ適用箇所

ｻﾝﾌﾟﾙ
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４）下層詳細ページ

・同カテゴリー内での横移動も容易に出来るローカルナビゲーションを設置する。

・１つの内容につき 1 ページを割り当て、よりシンプルに分かりやすくする。

～フッターエリア省略～

選択されているページ

ロールオーバー時

通常時

2:サイレックス推進事業とは？
3:プログラムについて
7:推進委員会

◆下層詳細ページ適用箇所

その他：リンク集、サイトマップなど

コンテンツエリア

ｻﾝﾌﾟﾙ
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５）活動内容

・情報ポータルとして、関係機関サイトの情報集約表示を行う。

・カテゴリーリストを掲載し、カテゴリー毎に記事を表示出来る仕様とする。

～フッターエリア省略～

「お知らせ」「イベント」「ト
ピックス」のカテゴリー毎に表
示させるリンク

年毎の表示をさせるリンク

イベントカレンダーへのリンク

公開後、2週間はNEWアイコンが
自動的に付加される

カテゴリー毎のアイコンが付く

最新10件を表示させ、それ以前
の記事は、自動的にページ遷移

記事には情報発信機関名が表示される。

情報発信機関名は追加可能に。
初回実装分

・文部科学省
・GRIPS科学技術イノベーションプログラム（GIST）
・科学技術・学術政策研究所（NISTEP）
・社会技術研究開発センター（RISTEX）
・研究開発戦略センター（CRDS）
・科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」
基盤的研究・人材育成拠点整備事業（STIG）

・イマジネーションマネジメント・政策プログラム（IMPP）
・公共圏における科学技術・教育研究拠点（STiPS）
・科学技術イノベーション教育研究センター（CSTIPS）

「お知らせ」「イベント」「ト
ピックス」を最新の順に時系列
で表示

ｻﾝﾌﾟﾙ
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～フッターエリア省略～

「お知らせ」を最新の順に時系

列で表示

イベント・トピックスも同様

ｻﾝﾌﾟﾙ
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～フッターエリア省略～

詳細記事では、
一つの画像、及びテキストリン
クが容易に掲載できる仕様

※複数画像・複数リンクを掲載
したい場合はこれまで同様
HTMLとして記述

ｻﾝﾌﾟﾙ
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６）活動内容の情報自動集約表示について

今回の改善時に実装はしていないが、RSS を出力している他の関連サイトから情報を自

動取得し、時系列で表示させることは可能である。

https://developers.google.com/feed/?hl=ja

「Google Feed API」の使用を想定。■

https://developers.google.com/feed/v1/devguide?hl=ja

使用方法の詳細は、デベロッパーズガイドを参照してください。
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７）イベントカレンダー

イベントカレンダーの登録に関しては、 イベント実施日に基づくイベントカレンダー登

録が必要となるため、 お知らせとしてのイベント告知は、別途記事として登録する必要

がある。

詳細記事表示例

イベントの日時を登録することで、
カレンダーにプロットされる。
期間を入力すると、その長さ分の
エリアとなる。

プロットされた項目をクリックし
て、イベントの詳細記事、または
指定した外部URLに飛ぶ。

ｻﾝﾌﾟﾙ

ｻﾝﾌﾟﾙ
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８）成果・資料

・カテゴリー毎、および年数で記事を抽出できる仕様とする。

・情報アーカイブとして機能させる。

～フッターエリア省略～情報発信機関毎に表示させるリンク

記事タイトルクリックで
詳細ページに飛ぶ

・文部科学省
・GRIPS科学技術イノベーションプログラム（GIST）
・科学技術・学術政策研究所（NISTEP）
・社会技術研究開発センター（RISTEX）
・研究開発戦略センター（CRDS）
・科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」
基盤的研究・人材育成拠点整備事業（STIG）
・イマジネーションマネジメント・政策プログラム（IMPP）
・公共圏における科学技術・教育研究拠点（STiPS）
・科学技術イノベーション教育研究センター（CSTIPS）

任意のカテゴリー毎に、
記事をソート出来る仕様

記事10件毎にページを切り
替えられる

年でもソート出来る仕様

基本的な仕様は、「活動内容」
と同様。

ｻﾝﾌﾟﾙ

ｻﾝﾌﾟﾙ
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９）ソーシャルトーク

・Twitter カスタムタイムラインを掲載。ハッシュタグ#scirex と付いた情報を集約表示

させる。

・ソーシャルメディア上で議論を交わすことが出来るイメージ。

～フッターエリア省略～

Twitterのカスタムタイムラ
インを表示。
ハッシュタグ#scirexが記述
されたツイートだけを自動
収集して表示される仕様

ｻﾝﾌﾟﾙ
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10）インタビュー

・リニューアル後は各プロジェクトの動きがわかる全体広報の媒体となって機能。

・HOME に提示する「ニュースレター」からここに誘導する。

※有識者へのヒアリング。

タイトル、写真、インタビュー記事の掲載等検討。

ｻﾝﾌﾟﾙ
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11）ニュースレター

・ニュースレターを PDF で掲載

～フッターエリア省略～

ｻﾝﾌﾟﾙ
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